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さ情審査答申第３２１号 
令 和 ８ 年 ５ 月 １ １ 日 

 

さいたま市長 清 水 勇 人 様 

 

さいたま市情報公開・個人情報保護審査会 

会 長  内 木 哲 也   

 

答 申 書 

 

令和７年７月２５日付けで貴職から受けた、「本人及び世帯員以外の第三者が

請求した住民票の交付請求書。（令和６年１月１日から令和７年２月１８日まで

の請求分）（以下「本件対象保有個人情報」という。）」の不開示決定（以下「本

件処分」という。）に対する審査請求に係る諮問について、次のとおり答申しま

す。 

 

第１ 審査会の結論 

本件審査請求に係る、令和７年３月４日付け北区区第６４８０号により、さ

いたま市長（以下「実施機関」という。）が行った本件処分について、実施機

関は精査の上、再検討すべきである。 

 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

本件審査請求の趣旨は、個人情報の保護に関する法律（法律第５７号。以 
下「法律」という。）第７７条第１項に基づく本件対象保有個人情報の開示 
請求に対し、実施機関が行った本件処分を取り消し、開示決定を求めるもの

である。 

２ 審査請求の理由 

審査請求人が主張する審査請求の理由は、審査請求書及び反論書による

とおおむね以下のとおりである。 

⑴ さいたま市が「不開示」としたものですが、同様の情報は、東京都台東

区においては開示されております。台東区が開示した情報は、朝霞県税事

務所からの交付請求に係る資料であり、今回不開示とされた本件情報と

実質的に同様の内容です。台東区が開示した朝霞県税事務所の交付請求

書には「○資あり」と手書きで記載されており、台東区の戸籍の住所が分

かる資料（戸籍など）が添付されたと電話で説明され、現在台東区に添付
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資料の保有個人情報開示請求をしております。 

これらの事実から、さいたま市が朝霞県税事務所に対して交付を行った

可能性が極めて高く、不開示決定は客観性を欠き、違法または不当である

と考えます。 

⑵ 戸籍情謄本等の交付請求履歴の除外は違法 

本件において処分庁は、住民票の履歴のみを調査対象とし、戸籍謄本等

の交付履歴については調査を一切行っていない旨を弁明書及び不開示決

定通知書において明示しています。審査請求人が提出した保有個人情報開

示請求書には「住民票・戸籍謄本等の交付請求記録（令和６年１月１日か

ら令和７年２月１８日）。本人以外で世帯員以外の第三者が請求した住民

票」と記載している。しかしながら、処分庁の「不開示決定通知書」には

「本人及び世帯員以外の第三者が請求した住民票の交付請求書（令和６年

１月１日から令和７年２月１８日請求分）」となっている。同様に弁明書

の「事件の表示」と「本件処分の内容及び理由」からも、「戸籍謄本等の

交付請求」が一方的に削除されている。 

同様の開示請求を東京都台東区に対して審査人名義で行った際には、筆

頭者が夫である戸籍謄本等の交付請求書が開示されているのを審査請求

書にて証拠書類として添付しました。処分庁の不開示決定通知書には、戸

籍謄本等の交付請求記録を開示するかしないかも記載がなく下記の複数

の法に反することを主張します。 

【さいたま市情報公開条例 第７条（開示義務）】 

実施機関は、開示請求があったときは、不開示情報を除き開示請求者に

対し、当該行政情報を開示しなければならない。 

不開示決定通知書には、戸籍謄本等の交付請求について、不開示である

と明記されていない 

【さいたま市情報公開条例 第１２条（理由付記等）】 

実施機関は、開示請求に係る行政情報の全部又は一部を開示しないとき

は、開示請求者に対し、書面によりその理由を示さなければならない。 

不開示決定通知書には、戸籍謄本等の交付請求書を開示しないことを記

載してない 

【行政不服審査法 第２９条第３項】 

処分庁は弁明書に「処分についての審査請求に対する弁明書 処分の内

容及び理由」を記載しなければならない。 

弁明書には「行政機関の長等は、開示請求に係る保有個人情報を全部開

示しないときに、開示しない旨の決定をし、開示請求者にその旨を通知し

なければならない」と記載されているが、戸籍謄本等の交付請求に関して、
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処分庁は通知してないだけでなく、不開示通知決定書の「開示請求に係る

保有個人情報の名称又は内容」から「戸籍謄本等の交付請求」を一方的に

削除している。 

【行政手続法第８条（理由の提示）】 

行政庁は、申請により求められた許認可等を拒否する処分をする場合は、

申請者に対し、同時に、当該処分の理由を示さなければならない。 

不開示決定通知書及び弁明書には、申請した内容「戸籍謄本の交付請求

書」を調査対象に含めなくてもよい理由が記載されていない。 

【個人情報の保護に関する法律第３７条第２項（開示等の請求等に応じ

る手続）】 

個人情報取扱事業者は、本人が容易かつ的確に開示等の請求等をするこ

とができるよう、当該保有個人データ又は当該第三者提供記録の特定に資

する情報の提供その他本人の利便を考慮した適切な措置をとらなければ

ならない。 

不開示決定通知書及び弁明書で戸籍謄本等の交付履歴を除外するのは

反する。 

【個人情報の保護に関する法律第３７条第４項（開示等の請求等に応じ

る手続）】 

個人情報取扱事業者は、開示等の請求等に応じる手続を定めるに当たっ

ては、本人に過重な負担を課するものとならないよう配慮しなければなら

ない。 

不開示決定通知書及び弁明書で戸籍謄本等の交付履歴を除外するのは

反する。 

審査請求人が練馬区と台東区に戸籍に関する請求書を開示請求した結

果、練馬区も台東区も戸籍に関してどのような請求履歴だったかをきちん

と回答しています。保有個人情報の開示請求で請求人が戸籍筆頭者でない

場合に、戸籍謄本の交付請求の履歴を調査しなくてよいという法令はない。 

従って、処分庁による本件不開示決定は違法であり、取消されるべきで

ある。 

 

第３ 実施機関の説明の要旨 

実施機関は、弁明書において、おおむね以下のように説明している。 

１ 本件処分の内容及び理由 

令和７年２月１９日付けで、審査請求人より「本人及び世帯員以外の第三 

者が請求した住民票の交付請求書。（令和６年１月１日から令和７年２月１ 

８日までの請求分）」について、保有個人情報開示請求書が提出された。 
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実施機関では、開示請求に係る住民票の発行履歴を調査し「住民票交付請

求書」を特定した。また、令和７年３月４日付けで、特定した文書は、法律

第７８条第１項第７号に該当することを理由として不開示決定を行った。 

２ 審査請求人の主張について 

法律第７６条第１項は、何人も、この法律の定めるところにより、行政機

関の長等に対し、当該行政機関の長等の属する行政機関等の保有する自己

を本人とする保有個人情報の開示を請求することができる旨を規定する。 

また、法律第８２条第２項は、行政機関の長等は、開示請求に係る保有個

人情報の全部を開示しないときは、開示をしない旨の決定をし、開示請求者

に対し、その旨を書面により通知しなければならない旨を規定する。 

審査請求人は、「さいたま市が、「不開示」としたものですが、同様の情

報は、東京都台東区においては開示されております。台東区が開示した情報

は、朝霞県税事務所からの交付請求に係る資料であり、今回不開示とされた

本件情報と実質的に同様の内容です。台東区が開示した朝霞県税事務所の

交付請求書には「○資あり」と手書きで記載されており、台東区の戸籍の住

所が分かる資料（戸籍など）が添付されたと電話で説明され、（中略）これ

らの事実から、さいたま市が朝霞県税事務所に対して交付を行った可能性

が極めて高く、不開示決定は客観性を欠き、違法または不当であると考えま

す。」と主張している。 

しかし、前記のとおり、法律は、行政機関の長等は、開示請求に係る保有

個人情報の全部を開示しないときについて、開示しない旨の決定をし、開示

請求者に対し、その旨を書面により通知しなければならない旨を規定して

いる。 

実施機関においては、住民票交付請求における請求事由及び当該事務又

は事業の根拠となる規定・趣旨に照らし、特定した保有個人情報を不開示と

して保護すべきか、個人の権利利益のため開示すべきかを衡量した結果、開

示することは、当該請求元の適正な事務の遂行に支障きたす恐れがあるこ

とから法律第７８条第１項第７号に該当すると客観的に判断し、本件処分

を行ったものであり、本件処分は、手続きにおいても内容においても何ら違

法・不当な点はない。したがって、本件請求は理由がないことから速やかに

棄却されるべきである。 

 

第４ 審査会の判断の理由 

１ 本件審査請求について 

本件対象保有個人情報は、本人及び世帯員以外の第三者が請求した住民

票の交付請求書。（令和６年１月１日から令和７年２月１８日までの請求
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分）」である。 
実施機関は、文書を特定し、不開示決定を行った。 
審査請求人は、本件処分を取り消し、開示決定を求めるものである。 

２ 本件処分の当否について 

⑴ 本件において、実施機関は、対象保有個人情報を、「本人及び世帯員以

外の第三者が請求した住民票の交付請求書。（令和６年１月１日から令和

７年２月１８日までの請求分）」として文書を特定の上、不開示決定を行

った。 

一方、保有個人情報開示請求書の「開示請求に係る保有個人情報の名称

又は内容」の欄には、「住民票・戸籍謄本等の交付請求記録（令和６年１

月１日から令和７年２月１８日請求分）。本人以外で世帯員以外の第三者

が請求した住民表。」と出力されており、住民票と併せて、戸籍謄本等の

交付請求記録についても開示を求める趣旨と読み取れる。  

⑵ この点、同欄には、上記プリンターにより出力された記載に加え、「本

人及び世帯全員以外の第三者が請求した住民票の交付請求書。（令和６年

１月１日から令和７年２月１８日請求分）」との手書による書き込みがあ

り、備考欄にも「２／１９ 開示を希望するのは住民票のみとのこと。本

人より聞きとり済。」との書き込みがあることからすれば、実施機関が審

査請求人に確認の上、開示請求の対象を住民票のみと特定した可能性も

否定できない。 

⑶ しかしながら、審査請求人は、本件審査請求において、戸籍謄本等の交

付請求記録の開示を求める意思を明確にしており、審査請求人が開示請

求の対象から戸籍謄本等の交付請求記録を除いたことが伺える事情は、

上記二箇所の書き込みの他には見受けられないことからすれば、審査請

求人が対象保有個人情報から戸籍謄本等の交付請求記録を除いたことが

明らかであるとまでは認められない。 

⑷ そうすると、実施機関としては、対象保有個人情報につき精査の上、再

検討すべきである。 

３ 以上の次第であるから、当審査会は前記第１のとおり答申するものである。 

 

第５ 調査審議の経過 
  当審査会は、本件諮問事案について、次のとおり、調査審議を行った。 

①  令和 ７年 ７月２５日 諮問の受理（諮問第６３５号） 
②  令和 ７年 ９月１８日 審議 
③  令和 ７年１０月１６日 審議 
④  令和 ８年 ２月１９日 審議 
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⑤  令和 ８年 ４月１６日 審議 
 

さいたま市情報公開・個人情報保護審査会委員 
職   名 氏   名 備   考 

会  長 池 上 純 一 大学名誉教授 
令和７年１０月２１日退任 

会  長 内 木 哲 也 大学名誉教授 
令和７年１０月２２日就任 

会長職務代理者 榎 本 肇 行政経験者 
令和７年１０月２２日就任 

会長職務代理者 柴 田 雅 幸 行政経験者 
令和７年１０月２１日退任 

委  員 中 澤 和 美 弁護士 
委  員 水 口 匠 弁護士 
委  員 龍 由 紀 子 弁護士 

（五十音順） 


